
事業名

24年度 25年度 26年度 27年度 28年度要求

予算額（補正後） 10,701 5,326 9,285 7,827

執行額 9,558 4,283 6,123

執行率 89.3% 80.4% 65.9%

（事業の概要）

（論点）

論点等説明シート

公的年金制度等の適正な運営に必要な経費
（国民年金等事務取扱交付金等）

予算の状況
（単位：百万円）

事業についての論点等

○ 助成対象を費用効果が高い事務に重点化する等により、事業の効率性を向上させる
べきではないか。
　　また、事務としてより多くの市町村に協力・連携をしていただくよう、単価の見直しだけ
でなく、国民年金の安定的運営及び住民へのサービス向上を図るため、市町村から自発
的に協力を申し出るような環境整備を行い、より多くの市町村で協力・連携していただく仕
組みを構築すべきではないか。

  主に国民年金事業の推進のため、市区町村に対して協力・連携事務に要する費用につ
いて国民年金等事務費交付金の交付を行う。
  具体的には、地方分権一括法による国民年金事務の見直しに伴い法定受託事務と整
理されなかった資格取得時等における保険料納付案内、口座振替、前納の促進、保険料
納付督励広報記事等の広報誌への掲載、所得情報の提供など所定の単価に基づき事
務費等交付金を支払うことにより、市町村事務を円滑に行うとともに、被保険者へのサー
ビスの向上を図る。
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